
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 10,226,723 固定負債 2,684,698

有形固定資産 8,358,947 地方債 2,255,337
事業用資産 4,546,880 長期未払金 0

土地 1,789,850 退職手当引当金 381,066
立木竹 0 損失補償等引当金 0
建物 5,646,012 その他 48,295
建物減価償却累計額 △ 3,324,566 流動負債 300,024
工作物 683,831 1年内償還予定地方債 246,162
工作物減価償却累計額 △ 327,396 未払金 0
船舶 0 未払費用 890
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 35,154
航空機 0 預り金 17,818
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 0 2,984,722
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 79,149 固定資産等形成分 11,284,726

インフラ資産 3,775,906 余剰分（不足分） △ 2,656,425
土地 1,121,319
建物 265,717
建物減価償却累計額 △ 203,673
工作物 9,325,759
工作物減価償却累計額 △ 6,733,216
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 0

物品 155,113
物品減価償却累計額 △ 118,952

無形固定資産 56,328
ソフトウェア 56,328
その他 0

投資その他の資産 1,811,448
投資及び出資金 270,891

有価証券 0
出資金 270,891
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 52,308
長期貸付金 93,927
基金 1,398,353 ※

減債基金 349,908
その他 1,048,444

その他 0
徴収不能引当金 △ 4,030

流動資産 1,386,299 ※

現金預金 317,529
未収金 11,659
短期貸付金 17,871
基金 1,040,132

財政調整基金 1,040,132
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 △ 891 8,628,301

11,613,023 ※ 11,613,023

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



（単位：千円）

経常費用 3,072,511 ※

業務費用 1,848,472 ※

人件費 658,672 ※

職員給与費 506,732
賞与等引当金繰入額 35,154
退職手当引当金繰入額 42,909
その他 73,876

物件費等 1,136,940 ※

物件費 738,985
維持補修費 26,753
減価償却費 370,345
その他 858

その他の業務費用 52,861
支払利息 26,766
徴収不能引当金繰入額 1,062
その他 25,033

移転費用 1,224,039
補助金等 647,052
社会保障給付 331,352
他会計への繰出金 243,958
その他 1,677

経常収益 135,417 ※

使用料及び手数料 89,896
その他 45,522

純経常行政コスト △ 2,937,094
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 2,937,094

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 8,892,797 ※ 11,490,343 △ 2,597,547

純行政コスト（△） △ 2,937,094 △ 2,937,094

財源 2,671,517 2,671,517

税収等 2,028,698 2,028,698

国県等補助金 642,819 642,819

本年度差額 △ 265,577 △ 265,577

固定資産等の変動（内部変動） △ 206,699 206,699

有形固定資産等の増加 246,517 △ 246,517

有形固定資産等の減少 △ 370,345 370,345

貸付金・基金等の増加 295,343 △ 295,343

貸付金・基金等の減少 △ 378,214 378,214

資産評価差額 △ 113 △ 113

無償所管換等 1,195 1,195

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 264,496 ※ △ 205,617 △ 58,879 ※

本年度末純資産残高 8,628,301 ※ 11,284,726 △ 2,656,425 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 2,656,499 ※

業務費用支出 1,432,459
人件費支出 614,955
物件費等支出 770,001
支払利息支出 25,876
その他の支出 21,627

移転費用支出 1,224,039
補助金等支出 647,052
社会保障給付支出 331,352
他会計への繰出支出 243,958
その他の支出 1,677

業務収入 2,707,372 ※

税収等収入 2,024,402
国県等補助金収入 547,518
使用料及び手数料収入 89,931
その他の収入 45,522

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 41,061
業務活動収支 91,934
【投資活動収支】

投資活動支出 483,235 ※

公共施設等整備費支出 190,322
基金積立金支出 255,616
投資及び出資金支出 19,100
貸付金支出 18,198
その他の支出 -

投資活動収入 432,318 ※

国県等補助金収入 54,240
基金取崩収入 363,091
貸付金元金回収収入 14,986
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 50,918 ※

【財務活動収支】
財務活動支出 236,359

地方債償還支出 228,459
その他の支出 7,900

財務活動収入 189,723
地方債発行収入 189,723
その他の収入 -

財務活動収支 △ 46,636
△ 5,620
305,330
299,711 ※

前年度末歳計外現金残高 22,320
本年度歳計外現金増減額 △ 4,502
本年度末歳計外現金残高 17,818
本年度末現金預金残高 317,529

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



注記（一般会計等）

１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

原則として、取得原価で計上しています。
なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　取得原価が反映しているもの・・・取得原価
　取得原価が反映していないもの・・再調達原価
ただし、取得価格が不明な道路・河川・ため池の敷地は備忘価格１円とします。

有価証券等の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券（該当なし）
　償却原価法
② 満期保有目的以外の有価証券（該当なし）
　ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格
　イ 市場価格のないもの・・・取得価格
③ 出資金
　ア　市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（該当なし）
　イ　市場価格のないもの・・・出資金額

有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定額法
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法
③ リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有の固定資産に適用する減価
償却方法と同様に、定額法により減価償却しています。
　なお、リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下のリース
取引はリース資産として計上しません。

引当金の計上基準及び算定方法
① 投資損失引当金（該当なし）
　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、
実質価格が著しく低下した場合における実質価格と取得価格との差異を計上します。
② 徴収不能引当金
　過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込み額を計上します。
③ 退職手当引当金
　期末自己都合要支給額から、退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職
員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運
用益のうち吉富町へ案分される額を加算した額を控除した金額を計上しています。
④ 損失補償等引当金（該当なし）
　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に
関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上します。
⑤賞与等引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見
込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上します。

リース取引の処理方法
① 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリー
ス料総額が３００万円以下のリース取引を除く。）
　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
② ①以外のリース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

資金収支計算書における資金の範囲
　地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金とし、出納整理期間
における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。



その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 物品およびソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価格または見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場
合に資産として計上しています。
　ソフトウェアについては、本町が所有するもので、研究開発費に該当しないソフトウェ
ア製作費又は取得費であって、当該ソフトウェアの利用により将来の費用削減が確実であ
ると認められるものを計上しています。
② 資本的支出と修繕費の区分基準
　資本的支出と修繕費の区分基準については、その支出が明らかに当該償却資産の価値を
高めるか、その耐久性を増すことになると認められる場合は、資本的支出として処理しま
す。
　また、資本的支出に該当するかどうかを判断しがたい場合は、金額が６０万円以上であ
るとき、又は固定資産の取得価格等のおおむね１０％相当額以上であるときに資本的支出
として処理します。

２．重要な会計方針の変更等
会計処理、手続の変更

 なし
表示方法の変更

 なし
資金収支計算書における資金の範囲の変更

 なし

３．重要な後発事象
主要な業務の改廃

 なし
組織・機構の大幅な変更

 なし
地方財政制度の大幅な改正

 なし
重大な災害等の発生

 なし
その他重要な後発事象

 なし

４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））

 なし
係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

 なし
その他主要な偶発債務

 なし

５．追加情報
対象範囲（対象とする会計名）

一般会計
奨学金特別会計

一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
 なし

出納整理期間及び会計年度末の計数について
 地方自治法第２３５条の５の規定により出納閉鎖期間が設けられています。出納閉鎖期
間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします。

表示単位未満の金額について
 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があ
ります。

地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとお
りです。
　実質赤字比率　　　－
　連結実質赤字比率　－
　実質公債費比率　　６．９％
　将来負担比率　　　－



利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
 １，２５３，５６７千円

繰越事業に係る将来の支出予定額
 ４８５，４３３千円

基準変更による影響額等
 有形固定資産の評価基準の変更等による主な影響額
　有形固定資産　５３９，５５５千円の減少

売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲
 ① 範囲
　普通財産及び用途廃止が予定されている行政財産のうち、町が財源確保を図るために売
却可能な遊休資産や未利用資産
 ② 内訳
　事業用資産（土地）　４，７３５千円

減価償却について直接法を採用している科目
 ソフトウェア　取得原価　　 ６５，６１３千円
　　　　　　　 減価償却額　 　９，２８５千円

減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
 なし

基金借入金（繰替運用）の内容
 歳計現金に不足が生じる場合、効率性等を勘案の上、歳計現金への繰替運用を行ってい
ます。

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財
政需要額に含まれることが見込まれる金額

 ２，１７５，７０１千円
将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定
要素）

 標準財政規模　　　２，０６２，４６３千円
 将来負担額　　　　５，３１６，０１４千円
 充当可能財源等　　５，８６２，７４０千円
 算入公債費等の額　　　２４４，７６３千円

自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース
債務金額

 なし
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

 ① 固定資産等形成分
　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた金額を計上していま
す。
 ② 余剰分（不足分）
　純資産合計額のうち、固定資産形成分を差し引いた額を計上しています。

基礎的財政収支
 業務活動収支（支払利息支出を除く）　６６，０５８千円
 投資活動収支　　　　　　　　　　　△５０，９１８千円
 
 基礎的財政収支　　　　　　　　　　　１５，１４０千円

既存の決算情報との関連性
　歳入歳出決算書　歳入　３，５４５，８０４千円　歳出　３，２４６，０９３千円
　資金収支計算書　収入　３，３７０，４７４千円　支出　３，３７６，０９３千円
　差額　　　　　　　　　　　１７５，３３０千円　　　　　　１３０，０００千円

　地方自治法第２３３条第１項の規定に基づく歳入歳出決算書においては、歳入は前年度
からの繰越金１７５，３３０千円が含まれているため、歳出は歳計剰余金の処分額１３
０，０００千円が含まれていないためそれぞれ差額が生じています。

資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内
訳

 資金収支計算書
　業務活動収支　　　　　　　　　　　　９１，９３４千円
　投資活動収入の国県等補助金収入　　　５４，２４０千円
　未収債権額等（増減額）　　　　　　　　２，１７８千円
　減価償却費　　　　　　　　　　　△３７０，３４５千円
　賞与等引当金繰入額（増減額）　　　　　　△８０７千円
　退職手当引当金繰入額（増減額）　　△４２，９０９千円
　徴収不能引当金繰入額（増減額）　　　　　　１３２千円
 純資産変動計算書の本年度差額　　 △２６５，５７７千円



一時借入金について
 資金収支計算書には、一時借入金の増減額は含まれていません。一時借入金の限度額は
２００，０００千円ですが、平成２８年度は借入を行っておらず、その利子はありませ
ん。

重要な非資金取引
 なし


